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ShigeakiODA:`̀ModelDevelopmentforMid･andLong-termForecastofthe

NllmberofFarmliouseholdsinaRegionけ

Today,theabilitytoforecasttheagriculturalstructureineachregionhasgreat

significancetoofferextremelyimportantinformationwhenconcretelysettingupa

regionalagrlCulturalpromotionplan.Inthispaper,theauthorhasdevelopedanew

measurementmodelwhichattemptstoexplainthetransitionofthenumberoffarm

householdsaccordingtothetypesfoundinaspecificregion.Inthatcase,theauthorhas

aimedatthedevelopmentofamodelinwhichcertaineconomicalindiceswereassumed

tobeanexplanationvariable.Concretely,fiveregionsinKyotoPrefectureweretakenup

ascases,andtheparametersofthemodelwereassumedforeachregion.Moreover,a

mid-andlong-termforecastwasmadebasedontheresultsandtheeffectivenessofthe

modelwasexamined.Asaresult,itislikelythatthisapproachwillcontributetoanew

modelofagricultul･alforecasting.

1.課題と方法

(1)課題

今日､地域ごとの農業の担い手構造を予測することは､地域別担い手育成策を具体的に策

定していく上で､極めて重要な情報を提供する作業であるといえる｡しかし､この種の予測

は､現実的には各地域において経済的 ･社会的な様々な要因が重層的に関係していることが

考えられるだけでなく､利用可能な統計データの制約も大きく影響し､非常に困難な作業で

あるといえる｡そのため､これまでこの種モデルの開発は､特に農家戸数の推移についてみ

ると若干のモデルを除いて1)応用確率モデルの ｢マルコフ連鎖｣モデルを援用したものが多

かったといえる｡しかし､このモデルは､確かに有用な情報を提供し社会的にも大きな貢献

をしてきたことは事実であるが､基本的に将来予測においては前提としたある種の類型やタ

イプ間の ｢推移確率行列｣に依存することになり､過去の傾向をそのまま延長することにな

るという問題が指摘されてきた｡

そこで､本稿では､特定地域内の農家戸数の推移について何らかの経済指標を説明変数と

して前提できる新たな計量モデルを具体的に開発し､そのモデルを異体的な地域事例に適用

しその結果を提示することによって開発したモデルの有効性を検証することを課題とする｡

その際､当該モデルについては過去の現実の農家戸数の推移を良好に再現できるよう考慮し､

かつシミュレーションに耐えられるようできるだけシンプルなモデルとなるように考慮する｡
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(2)アプローチの方法

本稿では､上記課題に接近するため次のように考察を進めていくことにする｡まず2.で

は､本稿で提示する特定地域内の農家戸数の推移について考察可能な計量モデルの開発にあ

たっての基本的な考え方と前提を示す｡ついで､3.では､2.を受けてモデルの詳細な前

提とモデルの細部にわたる構造を明らかにする｡4.では､3.で明らかにされたモデルの

現実再現性テストの方法を示し､その上で具体的な地域を事例として取り上げ､モデルのパ

ラメータの推定と現実再現テストと中長期の予測結果を示す｡

2.モデルの概説

本節では､まずモデル開発にあたっての留意点を示し､その上でモデルの基本前提と基本

構造の概説を行なう｡

(1)モデル開発にあたっての留意点

当モデル開発に当たっての留意点は､次の2点である｡

①農家戸数の推移をできる限り経済的な指標で説明するモデルとすること｡すなわち､こ

の種の推計でしばしば援用される ｢マルコフ連鎖｣モデルのようにある類型ないしタイ

プを前提に過去の農家戸数増減比率の推移を基本的に延長するような手法は採用しない｡

②ただし､モデル開発に際しては時間と労力を可能な範囲で節約すること｡すなわち､大

規模なモデルではなく､必要な指標を推計するに十分な小規模モデルとする｡

以上の2点を留意し､当モデルの開発にあたっては､筆者が1988年に開発した ｢県内地域

モデル｣ 2)のタイプ別農家戸数推計のための部分モデルの枠組みを援用することとした｡

(2)モデルの基本前提

1)モデル開発において考慮した農家タイプは､利用可能な統計データ3)を踏まえて､労

働力の質及び所得目標等に留意し次の4タイプとした｡

① タイプ1:中核的農家 (60才未満男子専従者経営農家)

② タイプ2:老齢男子専従農家 (60才以上男子専従者経営農家)

③ タイプ3:婦人専従農家

④ タイプ4:自給的生産農家 (専従者なし農家)

2)モデル開発において考慮した経済指標は､地域別生産農業所得､自立経営農家下限農

業所得及び恒常的年間兼業所得である｡
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(3)モデルの基本構造

当モデルは､基本的に次に示すタイプ間農家移動モデルがコアとなったモデルである｡当

モデルは､タイプ別農家一戸当たり生産農業所得平均に反応し､当該年度のタイプ別農家数

を導出するモデルである｡当モデルを以下 『タイプ別農家戸数推計モデル』 4)と呼ぶことに

する｡

3. 『タイプ別農家戸数推計モデル』の構造

(1)『タイプ別農家戸数推計モデル』の詳細

『タイプ別農家戸数推計モデル』は､次の三つのモジュールから構成されている｡

1)農家一戸当たり生産農業所得平均算出モジュール (モジュール1)

2)タイプ間農家移動率行列導出モジュール (モジュール2)

3)タイプ別農家戸数算出モジュール (モジュール3)

1)農家一戸当たり生産農業所得平均算出モジュール (モジュール1)

モジュール 1は､地域別生産農業所得と地域別農家戸数からタイプ別農家一戸当たり生産

農業所得平均を算出するモジュールである｡

このモジュールの基本的な流れは次のとおりである｡

(モジュール 1)

①T-1期のタイプ別農家一戸当たり農業生産所得 [SYT(Ⅰ,Tl1)]

i
②T期のタイプ別農家一戸当たり農業生産所得平均 [SYTA (I,T)]

① Tl1期のタイプ別農家一戸当たり農業生産所得 [ST (I,T-1)]は､地域別生産農業所得

[ALLSYT(I,T-1)]と地域別農家戸数 [∑AGR(I,T-1)]から以下の式によっI
て算出する｡

SYT (Ⅰ,T-1)-ALLSYT(Ⅰ,T-1)/∑AGR(I,T-1)Ⅰ

②T期のタイプ別農家一戸当たり生産農業所得平均 [SYTA(Ⅰ,T)]は､モジュール2で

導出するT期の農家移動率行列を導くための重要な指標であり､T-1期までのタイプ別農家

一戸当たり生産農業所得を指数平滑化するものである｡このT期の部門生産農業所得平均は､
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T-1期のタイプ別農家一戸当たり生産農業所得 [sYT (I,T-1)]とT-1期のタイプ別農

家一戸当たり生産農業所得平均 [sYTA (Ⅰ,Tl1)]とからTA (I)を時定数として以下

の式によって算出する｡

SYTA (Ⅰ,T)-TA (Ⅰ)* (SYT(Ⅰ,T-1))+(1.0-TA (Ⅰ))*SYTA(i,T-1)

ここで指数平滑法を援用する理由は､モジュール2での農家移動率の導出に際して､1年

ごとに大きく変動する単年度ごとのタイプ別農家一戸当たり生産農業所得だけが影響を及ぼ

すのではなく､過去にさかのぼってこの生産農業所得が考慮できるようにするためである｡

そしてこの指標は､ある意味で個別農家の経営者が心理的に期待する生産農業所得と考える

ことができる｡

2)タイプ間農家移動率行列導出モジュール (モジュール2)

モジュール2は､モジュール 1から導出されてくるタイプ別農家一戸当たり生産農業所得

平均からタイプ間農家移動率行列を導出するモジュールである｡ただし､タイプ間農家移動

率行列は､図1のモデルを仮定している｡

このモジュールの基本的な流れは次のとおりである｡なお､変数の添え字となっているIl

はT-1期の農家タイプを､Ⅰ2はT期の農家タイプをそれぞれ表わしている｡

(モジュール2)

T期のタイプ別農家一戸当たり

生産農業所得平均 [SYTA(Ⅰ,T)]

① T期のタイプ別農家-戸当たり

生産農業所得基準値 [F(Ⅰ,T)]

② T期の農家タイプ間

所得距離指数 [DF(Il,Ⅰ2,T)]

↓

③ T期のタイプ別農家間

魅力度指数 [SF(Il,Ⅰ2,T)]

④ T期の農家タイプ別 ｢固定｣

指数 [ⅤⅩ(Il,Ⅰ2,T)]

⑤ T期のタイプ問農家移動率行列 [R(Il,Ⅰ2,T)]
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図1タイプ間農家移動率行列 (狭義)

TI1期 タイプ1 R (1,1) 氏 (1,2) 氏 (1,3) R (1,4)

タイプ2 氏 (2,1) R (2,2) 0. 0 氏 (2,4)

タイプ3 R (3,1) 0.0 R (3,3) R (3,4)

①T期のタイプ別農家一戸当たり生産農業所得基準値 [F(Ⅰ,T)]は､T-1期の自立経営

農家下限農業所得 [GKSY (T-1)] と農家タイプ別生産農業所得基準比率 [RF(Ⅰ)]と

の積で基本的に与えられる｡また､『タイプ別農家戸数推計モデル』のパラメータ推定を良好

に行なえるようT-1期の自立経営農家下限農業所得 [GKSY (T-1)]に対して自立経営農

家下限農業所得調整比率 [DMRF(I,T)]を考えた｡したがってT期のタイプ別農家一

戸当たり生産農業所得基準値 [F(I,T)]は､以下の式で与えられる｡

F(i,T)-DMFR(Ⅰ,T)*RF(I)*GKSY (T-1)

② タイプIlの農家からみた場合のタイプⅠ2の農家 (同一タイプの農家及び撤退も含む)と

のT期の農家タイプ間所得距離指数 [DF(Il,Ⅰ2,T)]は､モジュール1から導出されて

くるT期のタイプ別農家一戸当たり生産農業所得平均 [SYTA (I,T)]とT期のタイプ別農家

一戸当たり生産農業所得基準値 [F(Ⅰ,T)]とから以下のように与えられる｡

DF(Il,Ⅰ2,T)-lLF (Ⅰ2,T)-SYTA (Il,T)lL H 侶ま絶対値

ただし､Ⅰ1-Ⅰ2でかつF(Il,Tト SYTA (Il,T)<0.0の場合は､

DF(Il,Ⅰ2,T)-0.0

また､Ⅰ1-1､Ⅰ2=4の場合は､

DF(1,4,T)-lEF(4,T)+DMSY (T)-SYTA (1,T) ll

さらに､ll-4で Ⅰ2が撤退の場合は､

DF(4,5,T)- llSYTA (4,T)-DMSY2(T) 日 とする｡
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なお､DMSY (T)及びDMSY2(T)は､T-1期の恒常的年間兼業所得 [JOKSY

(T-1)]と生産農業所得基準値補正恩調整比率 1 [RJOKl〕及び生産戯業所得基準値補

正鼠銅盤比率2 〔RJOK2】とによってそれぞれ以下のように与えられるo

DMSY (T)=RJOKl*JOKSY (T-1)
DMSY2(T)=RJOK2*JOKSY (T-i)

この DMSY (T)及びDMSY2(T)という変数は､当該タイプ間の所得距離指数と

のギャップを補正するために導入したものである｡すなわち､DMSY(T)はタイプ1の

中核鹿家から見た場合の所得距離指数に､タイプ4の自給的鼻家の兼業所得を心理的視点か

ら考慮したものであり､DMSY2(T)はタイプ4の自給的農家が ｢農業｣に対して評価す

る度合を心理的視点から考慮したものであるo

③T期の農家タイプ間魅力度指数 [SF(Il,Ⅰ2,TH は､T期の農家タイプ間所得距離指

数 [DFHl,Ⅰ2,T)〕と脇家タイプ別所得距離影響逓減度指数 [B(Il)]とで以Tのよ

うに与えられるO この農家タイプ別所碍距離影響逓減度指数5)が地域特性を表現するパラメ

ータとなるものである｡

SFHl言2,T)=EXP(-B(Il)*DF(fl.Ⅰ2,T))

④T期の慮家タイプ別 ｢固定｣指数 [VX(Il,Ⅰ2,T)]は､T期の農家タイプ間魅力度指

数 [sF(Ⅰ1,Ⅰ2,T)〕のウエイトとなるものであるoすなわち､慶家タイプ間魅力度指数

だけではモデル化しきれない同一-タイプ農家への残存度の強さ (他タイプ農家への移動のし

にくさ)を表わす指数であるOこの指数は､T期のタイプ別農家一戸当たり生産農業所得基

準値 [FH,T)]と慮家タイプ別残存強度指数 [B2(rl)〕とで以下のように与える｡

VX (Il,Ⅰ2,T)-FJXP(-B2(Il)*(トF(Ⅰ2,T)/F(Il,T))リ

なお､このモデルにおいては､(i-F(Ⅰ2,T)/F(Il,T))とが他タイプ農家との所得

基準値の差の度合をプラスの指標で表現したものであり､B2日 日 はその差 (残存強度)

の影響逓減度を表わす指標であるO

ただし､ここでも②の場合と同様にIl-1､Ⅰ2=4の時は､F(I2,T) をF(4,T)+

DMSY(T)に､またIl=4で12が撤退の時は､F(Ⅰ2,T)をDMSY2(T) とする｡

①T期のタイプ問農家移動率行列 [R(Il,Ⅰ2,T)]は,T期の駿家タイプ間魅力度指数SF

-2OLl-



小田滋晃:地域内農家戸数の中長期予測のためのモデル開発

(Il,Ⅰ2,T)]とT期の農家タイプ別 ｢固定｣指数 [ⅤⅩ(Il,Ⅰ2,T)〕とから以下のよう

に与えられる｡

R(Il,Ⅰ2,T)-ⅤⅩ(Il,Ⅰ2,T)*SF(Il,Ⅰ2,T)/∑ (ⅤⅩ(Ⅰ,Ⅰ2,T)*I

sF(Ⅰ,Ⅰ2,T))

3)タイプ別農家戸数算出モジュール (モジュール3)

モジュール3は､モジュール2から導出されたタイプ間農家移動率行列からタイプ別農家

戸数を算出するモジュールである｡このモジュールの基本的な流れは次のとおりである｡な

お､ここで変数の添え字となっていたIl(図3参照)に5として参入予備農家群を考慮する｡

したがって､『タイプ別農家戸数推計モデル』におけるタイプ別農家の移動経路は図2に示す

とおりである｡

(モジュール3)

T期のタイプ別農家稼働率

[R(Il,Ⅰ2,T)]

① T期の農業生産参入率

[R(5,4,T)]

② T期のタイプ別農家戸数 [AGR(I,T)]

図2タイプ別農家の移動経路
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①T期の地域別農業生産への参入は､一般に分家などによる場合が多いということを考慮し､

T-1期の参入予備農家群 [AGR(5,T-1)]をT-1期のタイプ別農家戸数 [AGR(Ⅰ,T-

1)]と参入予備農家率 [SANR]とで以下のように仮定する｡

AGR (5,T-1)-SANR*∑AGR (I,T-1)1

そこで､参入農家群を以上のように考えたとき､この農家群から4タイプ農家への参入率

を4タイプ農家からの上向率 (すなわち､4タイプ農家から1タイプ農家､2タイプ農家､

3タイプ農家への移動率の和)で代表させることにした｡したがって､T期の農業生産参入

率 [R (5,4,T)]は､以下のようになる｡

R(5,4,T)-R(4,1,T)+R(4,2,T)+R(4,3,T)

なお､この参入を考慮したT期のタイプ間農家移動率行列は図3のモデルとなる｡

氏 (2,4)氏 (3,3)参入予備戸数群

図3タイプ間農家移動率行列 (広義)

Tl1期 タイプ1 氏 (1,1) R (1,2) 氏 (仁 3) R (1,4) 0. 0

タイプ2 氏 (2,1) R (2,2) 0. 0 R (2,4) 0. 0

タイプ3 R (3,1) 0.0 R (3,3) 氏 (3,4) 0.0

タイプ4 氏 (4,1) R (4,2) R (4,3) R (4,4) R (4,5)

②以上より､T期のタイプ別農家戸数 [AGR(I,T)〕は､T-1期の参入予備農家群 [AG

R(5,Tl1)]を考慮したT-1期のタイプ別農家戸数 [AGR(Ⅰ,T-1)]とT期のタイプ間

農家移動率行列 [R(Il,Ⅰ2,T)]とから以下のように導出される｡

AGR(Ⅰ2,T)-∑R(Il,I2,T)*AGR (Il,T-1)Ⅰ1
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なお､T期の農業生産参入農家戸数及び撤退農家戸数をそれぞれAGIN (T)､AGOUT

(T)とすると以下のようになる｡

AGIN (T)-良(5,4,T)*AGR(5,T-1)

AGOUT (T)-R(4,5,T)*AGR(4,T-1)

(2)『タイプ別農家戸数推計モデル』における変数関係の整理

1)パラメータ

『タイプ別農家戸数推計モデル』において推定すべきパラメータ及び現実再現性調整変数

を整理しておこう｡

①時定数 [TA(I)](タイプ別農家一戸当たり生産農業所得平均)

②農家タイプ別生産農業所得基準比率 [RF(I)〕

③ 自立経営農家下限農業所得調整比率 [DMRF(Ⅰ,T)]

④生産農業所得基準値補正量調整比率1 [RJOKl]

⑤生産農業所得基準値補正量調整比率2 [RJOK2]

⑥農家タイプ別所得距離影響逓減度指数 [B(Il)]

⑦農家タイプ別残存強度指数 [B2(Il)〕

⑧参入予備農家率 [SANR]

2)変数

ここでは､『タイプ別農家戸数推計モデル』において用いる変数の整理を行なおう｡なお､

変数については､内生変数､先決内生変数､外生変数の三つに分けて整理する｡

【内生変数】

① タイプ間農家移動率行列 [R(Il,Ⅰ2,T)]

② タイプ別農家戸数 [AGR(Ⅰ,T)]

【先決内生変数 】

先決内生変数は､当該期の内生変数が決定される時にすでに値が定まっている当該期前の

内生変数である｡したがって､『タイプ別農家戸数推計モデル』を起動させる前に､これらの

変数には初期値を与えておく必要がある｡

① タイプ別農家一戸当たり農業所得平均 [SYTA (i,T-1)]

② タイプ別農家戸数 [AGR(I,T-1)]
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【外生変数】

①地域別生産農業所得 [SYT(I,T-1)]

② 自立経営農家下限農業所得 [GKSY (T)]

③恒常的年間兼業所得 [JOKSY (T)]

4.パラメータ推定と現実再現性テスト及び中長期シミュレーション

本節では､京都府内地域を具体的な計測の対象事例とし､『タイプ別農家戸数推計モデル』

におけるパラメータの推定方法､及び 『タイプ別農家戸数推計モデル』の現実再現性テスト

の方法を概説した上で､その方法によるテスト結果を検討する6)｡なお､京都府内地域は､

以下のように設定した｡

Ⅰ京都山城地域 (京都山城)

Ⅱ山城山間地域 (山城山間)

Ⅲ亀岡盆地地域 (亀岡盆地)

Ⅳ中部地域 (中部)

Ⅴ丹後地域 (丹後)

(1)パラメータ推定及び現実再現性テストの方法

『タイプ別農家戸数推計モデル』において推定しなければならないパラメータは､前節に

おいて整理したとおりである｡ところで､『タイプ別農家戸数推計モデル』は前節までの説明

からわかるようにその振る舞いを解析的に取り扱うことが困難である｡したがって､パラメ

ータを解析的に推定することは非常に難しい｡そこで､基本的に次のような方法によってパ

ラメータの推定及び現実再現性テストを行なった｡すなわち､パラメータに適当な値を与え

て現実再現性テストを行ない､これを次々に繰り返していき現実再現性が十分満足できると

ころの値をこのモデルのパラメータの推定値とするという方法である｡そこで､まずこの現

実再現性テストの前提と方法を具体的に述べていこう｡

【現実再現性テストの前提と方法】

1)『タイプ別農家戸数推計モデル』の現実再現性テストは､1970年から2000年について行

なう｡

2)現実再現テストは基本的にファイナルテスト形式で行なう｡すなわち外生変数及び初期

値として1970年の先決内生変数にだけ現実値を与え､各期ごとに内生変数を導出しその

値を次期の先決内生変数としてシミュレーションを行なう方法である｡
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『タイプ別農家戸数推計モデル』におけるパラメータの値は､このテストを繰り返し行な

うことによって手探りで見つけ出すことになる｡しかし､実際には推定すべきパラメータの

数がモデルの構成上多くなっているので､すべてのパラメータについて十分に操作すること

は困難であり､その上それらのパラメータがすべて自由に動くとすれば､例えこの部分モデ

ルが確率モデルではないとしても､予測モデルとしては不安定なモデルとならざるを得ない

であろう｡したがって､経験的な判断に基づいてできるだけ多くのパラメータに制約を加え

た上で､以上のような方法によりパラメータを推定する｡具体的には､以下のパラメータを

重視して操作を行ない､それ以外のパラメータはできるだけ制約しておくo

①農家タイプ別農業所得基準比率 [RF(Ⅰ)]

②農家タイプ別所得距離影響逓減度指数 [B (Il)]

④農家タイプ別残存強度指数 [B2(Il)]

先決変数の値は､すべて現実値ないし現実値から加工した｡また､現実再現テストの結果

は､第5節の図4- (1)- (5)及び表 1- (1)- (5)に掲載した｡表中の ｢現実再

現比率｣は､それぞれにおける推計値と現実値の比率を表示したものである｡

なお､当テストの結果は､ファイナルテスト形式で行なうという方法上の制約から誤差が

蓄積される可能性がある｡そこで､タイプごとの農家戸数の推移の全体的な傾向を再現する

ことに重きを置き､かつ5年ごとの現実値との乗雛をできるだけ小さくするパラメータの推

計に努めた｡

以上より､推定結果は各地域ともタイプ別農家戸数の推移を概ね良好に再現できていると

いえよう｡ただし､現実再現比率がやや良好でない部分が確かに散見できるが､当該地域の

全農家数のオーダーと推定されたタイプ別農家戸数の推移の傾向を考慮すれば､予測には十

分耐えられるといえよう｡

(2)中長期予測

『タイプ別農家戸数推計モデル』による中長期予測のためのシミュレーションについて､

ここでは以下の前提と方法によって行なった｡

1)予測期間は､2001年から昭和2010年までの10年間である｡

2)『タイプ別農家戸数推計モデル』の各パラメータには､推定された値を用いた｡

3)『タイプ別農家戸数推計モデル』の予測時において初期値として与える先決内生変数は､

基本的に現実再現性テストの場合と同様である｡

4)外生変数は､2000年の値を2001年から2010年までの予測期間を通じて外挿した｡

以上の方法により､シミュレーションを実施した結果は､現実再現テストの結果に続いて

図4- (1)～ (5)及び表1- (1)- (5)に掲載した｡
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農家戸数 図4-4- (1) 京都山城地域におけるタイプ別農家戸数の推移
25000

200(〕0

15000

10000

5000

空 全 書 空 至 宝 空 重 碧 空 矢 先 矢 来 欠 失 来 た 欠 失 究 克 究 突 先 東 条 発 条 究 8 8 8 8 8 8 8 8 8 82 年次
O - 二 三 四 五 六 七 八 九 O - 二 三 四 五 六 七 八 九 〇 一 二 三 四 五 六 七 八 九 〇一二 三 四 五 六 七 八 九 〇

表 1- 1- (1) 京都山城地域におけるタイプ別農家戸数の推移

現実億 推計可現畏墓現 現実億 推計値 現実再現 硯実情 現実再現 現実侶 推計値 壌某再現 現実億 推 計値 現実再現予測値 予測 値 比墓 予測値 比率 予 測値 比査 比率

197019751980198519901995 19,71217,69716,75314.97713,52512,388 19.71218,33516,75315.88514.66513,906 1_0001_036一.0001.0611.0841_123 6,1174.9624,0203,3162,3371.667 6,1175,7814,0203,4752,323一,6601 1.0001.1651.0001.0480.9940.9960 4 一,8411.5181.4131.6172,1862,5882 3 1.84ー2,1721,4131,9543,0983.7564 90 1.0001.4311_000一.2091.4171.4511519 1.06271349347046142251ー 1.0621,041493467436･=382 1_0001.4611.0000.9930.9460.9720747 10,692ー0,50410,8279,5748.5417,7116.641 10,6929.34010,8279,9898.8088.0797653 1.0000_8891_000ー_0431.0311.0481.152

注 .喪中の項 目 ｢現実再現比重｣は､それぞれにおける椎芸†侶/現実伯 を表示 したものである｡

農家戸数 図4-4- (2) 山城山間地域におけるタイプ別農家戸数の推移
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2500
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1500
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空 全 会 至 宝 至 宝 全 会 空 欠 失 東 条 矢 来 東 条 未 来 東 条 免 jLjL 東 条 東 条 免 jLh Oo 8 oo 0. 3 00 8 0. 00 0. 2 年 次
O - 二 三 四 五 六 七 八 九 0 1 二 三 四 五 六 七 ^ 九 〇 - 二 三 四 五 六 七 八 九 O - 二 三 Eg 五 六 七 八 九 〇

表 1-ll (2) 山城Ii用射出域におけるタイプ別農家戸数の推移I

現実佃 推計値現実再現 現実佃 現実再現 現 実侶 推計値 ≡ 推計値 現実再現 讐芸酎 推喜†偵現実再現比奪 予測値 比率 比奉 比率 比整

1970197519801985199019952000 2,3812,2622.2072,0181,8541,6951516 2,3812,2ー52,2072,0561,8281,5901510 1.0000.9791_0001_0190.9860.9380996 99782875965650635427099791759558365302291 1.0000_1101_0000_8500.7220_8521079 156141157200268284304 156159157245332344346 1_000ー_1271.0001_2231_238一.2131137 15613810460514440 1561541041021009796 一.0001.1131.0001.7001.9542.2122401 1,0721,1551,1871.1021.0291,013902 1,0721,8121,1871.1511.031846777 1.000一.5691.0001.0451_0020ー8360861

注 :表中の項 目 ｢王箆実再現比率｣は､それぞれにおける推計値/規実情 を表示したものであるこ
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農家戸数 図 4-4- (3) 亀岡盆地地域におけるタイプ別農家戸数の推移
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至 宝 至 宝 至 宝 老 妻 圭 空 未 来 欠 失 欠 失 朱 矢 先 矢 先 先 史 免 東 条 究 東 条 尭 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 0- 年次
O - 二 三 四 五 六 七 八 九 〇 一 二 三 匹 五 六 七 八 九 〇 一 二 三 ZZEl五 六 七 八 九 〇一二 三 四 五 六 七 八 九 〇

表 1 - 1… (3) 亀岡盆地地域におけるタイプ別農家戸数の推移

＼ 現実佃推計値現実再現現実侶推計値現実再現現実偵 現実再現現実偵推計値現実再現現実億経書†伯現実再現予測値 比率予測値 比婁 予測値 比率 予測値 比率予測値 比を

197019751980198519901995 7,8587,5447,3526.8846.4066.039 7,8587,5187,3527,1016,6205,924ー5J26_9_ 1.GOO0.9971.0001.0321.0330.9810_926 1,388905575549336237 1,3881,039575494412335250 .000.148.000.900.226_413151 6695043834604966107 6691.014383463544621_IZq旦 121111000ー20007981898 848505264279187151203 848807264242220200178 1110110000597000868176323879 4,9535.6306.ー305.5965.3875,04144 4,9534,6586,1305,9025,4444.7684136 1_0000.8271.0001.0551.0110_946

淫 .'表中の項目 r環弄再現比を｣は､それぞれにおける推計値/現実侍を表示したものであるO

農家戸数 図4-4- (4) 中部地域におけるタイプ別農家戸数の推移
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20000
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至 宝 至 宝 宝 全 会 至 宝 毛 先 欠 失 欠 失 矢 来 未 来 東 条 究 寛 究 克 尭 突 先 究 克 8 8 8 8 8 8 EH 38 3 2 年次
〇 一 二 三 四 五 六 七 八 九 〇 一 二 三 四 五 六 七 八 九 〇 一 二 三 四 五 六 七 八 九 〇一二 三 四 五 六 七 八 九 〇

表 1- 1- (4) 中部地域におけるタイプ別農家戸数の推移

＼ l :乏∵高齢男子専従規準値 推計値 現実再現 規零侶 現 実再現比率 現実侶予測値 推計値 現実再現比率 現実侶 競業再現比率 現 実 億 現 実再現比率予測値 比賓 予測値 予測値 予測 値

1970197519801985199019952_0_092001200220032004200520062007200820092010 27.79925,80224,81722,49320,44218,61716u947 272624232ー17 99411761838459 1111100 00290043315524 3,3561,9191,3641,133597355353 3,3562,7381,3641,2211,074888699 000427000078798501981 4.7743.1122.6342.7872,8152.7863 7 4,7745,3832,6342,7752,9213,104 111011100300096381473 6,1923,9802,6192,2201,5401,2611157 6.lg25,8892.6192.3992,1741,9721758 1111111000480000081412564520 13,47716,79118,20016,35315,49014,2151 7 13,477l2.530lB.ZOO17.06614.9151l,82012 1rOOO0_7461_0001.0440_9630_8320_sol
注 :表中の項 目 ｢現 実 再現比重｣は､ それぞれにおける推計値/現実億 を表示 したものである0
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農家戸数
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図4-4- (5)丹後地域におけるタイプ別農家戸数の推移

老 妻 老 妻 至 宝 全 き 妻 妾 矢 来 欠 失 欠 失 欠 失 来 東 条 尭 克 東 条 先 史 突 先 尭 8 8 8 8 8 8 8 8 8 89 年次
〇 一 二 三 四 五 六 七 八 九 O - 二 三 四 五 六 七 八 九 〇 一 二 三 四 五 六 七 八 九 〇- 二 三 ZZg五 六 七 八 九〇

衷 1 - 1 - (5)丹後地域 における タ イプ 別 農家 戸数の推 移
J 1 l 2 l ′3/娼人専従

規冥伯 推 計値現実再演 現実値 推計値現実再演 現実個予測伯 推計値 現実再現 現実堰 推計侶現実再現 現実値 相 可規琵 現予測伯 比室 予測個 比率 比を 予測値 比率 予測値

1970ー975198019851990ー9952 13.44812.108日,4469.9358.8067,9066 一〇.44812.662ll,44610,3379.3088,31577 1.0001.0461.0001.0401_0571_052一.106 3.2912,1271,6841.269731473W き0_3T402400399398397396395395394394 3,2912.960一,684l,5231,4431.397ーlA731_0001_391一.0001.2001.9732.9543 2,1831.6041.5271.5141,408一,5681L_51_6 2.1832,5121,5271,687一,7661.810_lJ蔓:担【 1.0001.5661_0001_114一.2541.1541.211 1.5251.043786672479399 1.5251,424786721653592528 .000366000.072.364485 6,4497,3347.4496.4806,1885,4664 6.4495.7657.4496,4075,4474,515 1010000000786000989880826846
注:表中の項目 ｢現 実再現比率｣は､それぞれにおける推計値/規案個 を表示したものであるO

6.結び

『タイプ別農家戸数推計モデル』の最大の特徴は､地域別生産農業所得を基本に農家の心

理面をモデル内に組み込みタイプ別農家移動率を導出したところにある｡しかし､逆に 『タ

イプ別農家戸数推計モデル』ではこの特徴のためにパラメーターを明白な基準によって一意

に定めることができず､すでに述べたように手探りで捜し出すより方法がなかった｡確かに､

京都府内地域という限定はあるものの､ここで述べた方法によるパラメーターの推定に 『タ

イプ別農家戸数推計モデル』構築のための時間と費用の多くを費やし､その限りでは現実再

現性テストの結果から見て最良の推定値が導出されたと信じる｡ただ､ここで明白な判定基

準を構築できなかったことは､モデルの汎用性とその振る舞いの厳密な解析と併せて今後の

課題として残されよう｡ただし､このことはすでに述べたような 『タイプ別農家戸数推計モ

デル』の構造の特性を考慮するなら､このモデルによって地域内のタイプ別農家戸数の推移

の方向を模索するための情報を提供するという大きな課題への接近に貢献できる一つの新た

なモデルが提供できたといえよう｡
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注

1)この種のモデルについては､文献 [8〕､[9]､[11〕が指摘できる｡ただし､これらの

モデルは基本的に需給モデルとなっており大規模なモデルである｡

2)文献 [7]を参照0

3)具体的には､｢農業センサス｣を利用する0

4)当モデルの開発は､Microso氏VisualBasic及びMicrosoftExcelを使用して行なった｡

5)当モデルのコアとなるこのサブ ･モデルの発想は､基本的には文献 [9]の ｢魅力度｣

に基づいたものである｡

6)本稿におけるモデルと計測結果は文献 [1]に依拠 した｡
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